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都市は切迫した交通の課題に直面している。多くの都市は、新しい高度道
路交通システムを導入することによってそうした課題に取り組み始めてお
り、目覚ましい成果を成し遂げている都市も出てきている。しかしながら、
多くの都市はまだ「導入初期段階」にある。それらの都市が前進を遂げる
にはどうすればよいだろうか。IBMは、5つの提言が、そうした都市が新し
いテクノロジーを利用して最適化され統合された交通サービスを実現する
のに役立つと考えている。

インテリジェント・トランスポート
ITS 2020　都市はモビリティをどのように向上させることができるか

Jamie Houghton、John Reiners、Colin Lim

世界では急速に都市化が進んでおり、次第
に人口密度が高まってきている。国連の報
告によると、2050年までに世界の全人口
のおよそ70パーセントが都市部に居住す
ることになると推定されている。1 こうした
傾向により、交通を含めた都市部のあらゆ
るタイプのインフラへの需要が拡大しつつ
ある。

世界の50を超える先進および発展途上都
市におけるIBMの調査により、各都市はそ
れぞれ独自の交通の課題に直面しているも
のの、それらの都市の首長は共通の意欲的
な計画を抱いていることが明らかになって
いる。2 そのほとんどは、主に強化された公
共交通システムや自家用車に代わるその他
の交通手段の利用の増大を通じて、よりク
リーンで渋滞の少ない都市の形成と交通の
流れの改善に向けて努力している。交通シ
ステムに関しては、ほとんどの首長がイン
フラ投資の必要性に合意している。しかし
厳しい予算制約のために、高度道路交通シ
ステム（ITS）の配備を通じた交通の需要

と供給のより効果的な管理の必要性に、ま
すます焦点が当てられるようになってきて
いる。

都市の大半は、ITSがもたらす最大限の可
能性の理解と実現に向けた初期段階にある。
IBMの調査により、一般的な都市の進歩の
ありさまとグローバルな先導的実施手法と
の間の著しいギャップのあることが識別さ
れている。首長たちが進めている取り組み
を理解するために、IBMは特定の都市を選
出し、その交通に関する方針、プログラム、
およびサービス業務に対して責任を負う交
通当局者および専門家と、2020年に向け
た交通面のビジョンと各自の目標の達成に
おけるITSの役割について踏み込んだ話し
合いを行った。3 具体的に言うと、我々は
ITSの導入に向けた戦略と計画、その進捗
状況、ならびに導入の際に直面した実際の
問題について話し合った。そしてそれぞれ
の経験と突き合わせて、都市が交通の課題
の解決に向けて突き進む際に役立つ一連の
提言をまとめた。
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長期的、柔軟、かつ各都市の交通ビジョ
ンと統合された、包括的なITS戦略を策
定し実施する。

サービスを向上し、利用者を理解し、な
らびに利用者の行動パターンへの影響を
与えるために、利用者中心のアプローチ
を採用する。

各種の交通モード（鉄道，自動車，航空
など）全体にわたってサービスの提供を
統合する。

財源を確保するとともに革新的なビジネ
ス・モデルを適用する。

ITSプロジェクトの複雑さに注目し、導
入を効果的に管理する。

•

•

•

•

•

一部の都市は、ITSの導入を通じて（例：
マルチモードの料金カードによる発券な
ど）、これらの分野ですでに大きな進歩を
成し遂げている。テクノロジーが成熟して、
都市がそれぞれの価値の最適化における経
験を積んでいくにつれて、グローバルな先
導的実施手法を導入する都市がますます増
加していくことになるとIBMは考えている。
さらに、実質的にすべての都市が、他の都
市の経験から学んで自らのプログラムを加
速させることができる。最終的に成功は、
各自の都市規模の交通戦略の策定および実
施に責任を負う人々の、リーダーシップに
よって決まることになるのである。
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スマートな都市

都市部の人口の増大と今後もそうした傾向
が続くであろうという予測から、21世紀
は「都市の世紀」と言われている。4 都市部
の成長は発展途上諸国によって牽引されて
おり、人口1,000万人以上の巨大都市の
数が次第に増加してきている。5 こうした人
口の増加に伴い、世界のすべての地域にわ
たって自動車保有台数と交通機関を使った
移動への需要も増大している（図1および
2参照）。

先進諸国では、都市がますます自国経済の
原動力となってきている（例：東京、パリ、
チューリッヒ、プラハ、オスロなどの都市
ではすべて自国の国内総生産（GDP）の約
3分の1を創出している）。6 世界経済におけ
る都市の経済的重要性が増すにつれて、し
ばしばそうした都市は商業や雇用の機会を
引き寄せようと競い合う。都市の交通シス
テムの有効性は、潜在的な投資家と労働者
の双方にとっての都市の魅力に重大な影響
を与える。

都市の成長は、そうした都市の首長に顕著
な課題と機会をもたらす。新たに生じてい
る共通のテーマは、都市が「よりスマート
な」ものになる可能性である。すなわち先
進テクノロジーを利用して、より多量かつ
正確なデータを集め、それをより合理的に
分析し、そしてより効果的なネットワーク
を通じてそれらを結びつけるということで
ある。それによって最終的に、市民に対し
てより効率的、効果的、かつ的確なサービ
スが提供されることになるのである。

都市は、上下水、電力供給、および公衆
安全の分野において、よりスマートなソ
リューションを利用し始めてきている。し
かしスマートなソリューションの導入が最
も進んでいるのはおそらく交通の分野であ
り、すでに多くの都市がITSを配備してお
り、またその他の多くの都市も各々の交通
戦略の一環としてその配備を計画している。

インテリジェント・トランスポート
ITS 2020　都市はモビリティをどのように向上させることができるか

交通戦略の一環とし
て、多くの都市が ITS
を配備しており、また
他の多くの都市もその
配備を計画している。
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“Mobility 2030: Meeting the challenges to sustainability.” The Sustainable Mobility Project. 
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今日の交通の課題

交 通 は、 お そ ら く 今 日 ほ と ん ど の 都
市 が 直 面 し て い る 最 も 切 迫 し た 問 題
の1つ で あ ろ う。2006年 に 実 施 し た

「Megacity Challenges, A stakeholder 
perspective（巨大都市の課題 : ステーク
ホルダーの観点）」という調査により、交
通はあらゆる発展段階にある都市にとって
の最大のインフラ課題であることが判明し
た。7 効果的な交通は都市の経済的競争力の
中心であるとともに、重度の渋滞は重大な
経済コストをもたらすことが分かっていて、
その額は先進諸国および発展途上諸国にお
けるGDPの1 ～ 3パーセントにも及ぶと見
積もられている。8 同様に重要なこととして、
交通は都市の居住者のほぼすべてに関係す
るものであり、その快適な生活に直接的に
影響を及ぼす。交通はまた、次第に当局が
規制への意欲を強めている排気ガスにも大
きく関係している。

IBMの調査により、一連の共通する交通の
課題が明らかになっている。報告されてい
る最も重大な課題には、あらゆる交通モー
ドにおける渋滞の増大、利用者の安全性、
交通インフラの能力低下、資金不足、環境

への悪影響の増大、都市の経済的競争力の
向上に向けたプレッシャーなどがある。

類似点はあるが、課題の厳密な性質と計画
されているソリューションは、各都市の発
展段階、物理的特性、既存の交通インフラ
のレベル、市民の嗜好といった数々の要因
により、それぞれの都市ごとに異なってい
る（図3参照）。たとえば、アムステルダム
とシカゴはいずれも成熟した都市であるが、
両者にはそれぞれ交通整備計画の基礎とな
る非常に異なった特性がある。アムステル
ダムでは毎日の通勤の50パーセント以上
が徒歩または自転車で行われているのに対
して、シカゴでは実に90パーセント近く
がマイカーを使って行われている。9

「総合的なモビリティは最も説得
力のある原動力である。都市と
その人々（永住者、訪問者とも）
に恩恵をもたらす交通環境を実
現することに重点が置かれなけ
ればならない。」

－Queensland Motorways Ltd.のCEO、
Phil Mumford氏

2000 2010 2020 2030  2040 2050

80

70

60

50

40

30

20

10

0
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実質的にすべての都市が、それぞれ独自の
課題に取り組みモビリティを向上させるた
めのビジョンと戦略の構築に取り組んでい
る。これは通常、各種交通手段の利用の転
換と交通サービスの改善を通じて行われる。
さらに、インタビューを行った都市の首長
のほぼすべてが、交通の課題への取り組み
におけるITSの重要性を強調している。

「交通システムを管理してより効果的にイ
ンフラを利用するために活用できる革新的
なツール、テクノロジー、および戦略があ
るのに拘わらず、渋滞のために毎日都市と
その近郊、およびサプライ・チェーンが
機能不全に陥ることは受け容れられない」
と、ITSアメリカの委員長兼CEOのScott 
Belcher氏は述べている。

高度道路交通システム

高度道路交通システム（ITS）は何年も前
から存在しているが、最近では世界中の都
市が新世代ITSを導入してきている。その
例として以下のようなものが挙げられる。

統合された料金管理

強化された交通機関/カスタマー・リレー
ションシップ・マネージメント

交通(渋滞，旅行時間)予測

改善された旅客輸送および交通管理

旅行者に対する情報および助言サービス

道路課金制度

変動駐車料金

•
•

•
•
•
•
•

効果的な交通は、都市
の経済的競争力の中核
である。

3

IBM Institute for Business Value 
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またITSテクノロジーにより、旅行前や旅
行中の旅程計画や交通警報のような新しい
情報ベースのサービスや、さらには使用量、
排ガス量、あるいはピーク時に基づく変動
料金設定といった異なる料金設定モデルや
ビジネス・モデルの可能性も創出される。

調査の一環として、IBMは何年にもわた
り、数多くの都市におけるITSの導入を調
査してきている。その調査結果から、ITS
というのは1個のソフトウェア・ソリュー
ションをはるかに超えるものであることが
示唆されている。主要都市は、一つの交通
手段に対する個別モードの運営からより複
雑なマルチモードの交通サービスおよび統
合された交通サービスの提供への移行を促
進すべく、より幅広い戦略を導入しつつあ
る。それらの戦略では、ガバナンス、交通
網の最適化、および統合された交通サー
ビスという3つの主要分野に取り組んでい
る。一般にそうした戦略は、これら3つの
各分野において、それぞれ異なるレベルの

洗練度合を通して進められる。これにつ
いては、IBM高度交通成熟度モデル（IBM 
Intelligent Transport Maturity Model）
に記録されている（図4参照）。

ITS の導入

都市がこれら3つの分野に取り組んで、よ
り統合され最適化された交通モードへと進
展するにつれて、その多くが導入の障害に
直面することになる。ITSは、技術的に実
証されてはいるものの、まだ比較的新しく、
とりわけ戦略的目標とその確実な実現との
一致に関していまだ課題を有している。多
くの都市は、まだITSへの投資によって見
込まれるメリットのすべてを享受していな
いことを率直に認めており、自らのITSの
さらなる進化を期待している都市も存在す
る。その他の都市はITSへの投資を検討し
てはいるが、予測される大衆の反感や資金
調達面の課題によって推進が妨げられてい
る。

4
IBM

IBM Global Business Services analysis.

1 2 3 4 5



インテリジェント・トランスポート�

IBM高度交通成熟度モデルを活用して、グ
ローバルな先導的実施手法に照らしたある
都市の進捗状況を評価することができる。
調査の一環として、IBMはより詳細に記述
された成熟度モデルを利用して、数多くの
都市の現在の位置とグローバルな先導的実
施手法に照らした現状の評価を行った。そ

こには数々の都市の際立った特徴が含まれ
ている（図5参照）。このベンチマークは、
時の経過とともにテクノロジーが進歩し、
また都市がそれをより効果的に活用できる
ようになるにつれて、左から右へと移行し
ていく。

多くの都市は、まだ ITS
への投資によって見込
まれるメリットのすべ
てを享受していないこ
とを認めている。

5

IBM Global Business Services analysis.

1 2 3 4 5
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IBMの分析から、いくつかの結論が導き出
された。

都市によって、モデルのイニシアティブ・
エリアに対する優先順位の付け方が異
なる : すべての都市に適合する単一のソ
リューションはない。

一般的な都市と世界のグローバルな先導
的実施手法との間には大きなギャップが
ある。

データの収集、統合、および分析とカス
タマー・リレーションシップに、とりわ
け大きなギャップがある。

一般的な都市は、とりわけ各種のモード
全体にわたるデータの統合および分析に
関する進歩に問題を抱えている。

需要管理、事故管理、旅行者情報といっ
たより高度で洗練されたサービスは、先
導的都市においても比較的進展が遅れて
いる。

それぞれの優先事項は異なるものの、現
在の発展段階や交通インフラのレベルに
かかわらずすべての都市が意欲的な計画
を持っている。

各都市は、それぞれ独自のスタート位置
と交通戦略の中に規定した優先事項に基
づいて、互いに異なる導入経路をたどる
ことになる。

都市は、この成熟度モデル上に各自のITS
戦略を位置づけて、自らの現在の進捗状
況を評価し、それをグローバルな先導的実
施手法と比較することができる。そして次
にそれを利用して、世界のベンチマークに
照らして自らの戦略を検証するとともに、
ITSの導入に向けたロードマップを作成す
ることができる。

•

•

•

•

•

•

•

ITS の強化

それぞれのITS成熟度に関する現状にかか
わらず、一般にどの都市にも改善と継続的
進展の余地がある。そこで自らの調査およ
び市の当局者との詳細な話し合いに基づい
て、IBMはすべての都市のITSの導入を支
援するための5つの重要な提言を特定して
いる。

1. 包括的な ITS戦略の策定および実施
いくつかの都市によって実証された先導的
手法は、長期的で、交通、都市、さらには
より幅広い経済に対するより広範な戦略お
よびプランと統合された、効果的なITS戦
略を策定することである。IBMの調査によ
り、多くのITSプロジェクトが単独で構築
されていて、より広範なITSプランやマル
チモードの交通プランの一環にはなってい
ないことが判明した。これは後に、ITSが
もたらし得る潜在的なネットワークのメ
リットを、すべてのモード全体にわたって
享受することが困難になるという結果につ
ながる可能性がある。

「我々は2010年の課題に取り組む
ときに、2020年に向けた展望を
見失ってはならない。」

－ダブリン運輸局事務局長、
Julie O’Neil氏

すべての交通モード全体にわたる新たな
サービスに対する利用者の需要と、次世代
のGPSテクノロジーやリアルタイム情報の
ための携帯情報端末（PDA）といった新
たなテクノロジーの機能の進化を取り入れ
るために、ITS戦略は長期的なものにすべ
きである。またITSサービスは、その対象
範囲が拡大されて、都市を他の都市や地域、
政府機関と結びつけるようになることも期
待されている。さらに、多くの都市はITS
を利用者に幅広いサービスを提供するため
のプラットフォームと考えているため、多
数の商用プロバイダーと効果的に協力する
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利用者、都市、およびより幅広い経済にメ
リットをもたらすマルチモードの統合型交
通サービスへと移行するためには、ITSの
プロジェクトとプランをさまざまなレベル
で結びつけて、個々のプロジェクトが（成
熟度モデルに挙げられた一連の幅広い次元
に取り組む）広範なITS戦略の実行にどの
ように貢献するかを示す必要がある。また、
都市の各種の交通モードに対する戦略も、
まとまりのある市全体の交通戦略の一環と
して統合して、他の市政分野（たとえば土
地利用計画など）における戦略と一致させ
る必要がある。さらに、それらの戦略は、国、
地域、地区といった他のレベルの行政機関
における戦略との調整も図られるべきであ
る。

統合された交通管理機関が設置されている
都市は、すべての交通モード全体にわたる
総体的なITS戦略の策定および実施がより
容易にできることに気づくであろう。たと
えば、ロンドンの大都市圏内のすべての公
共交通機関に対して責任を負っているロン
ドン市長直属のロンドン交通局は、交通に
関する包括的で統合された20カ年戦略を
策定した。そこには、それぞれ特定のイニ
シアティブが、市やさらには国の目標の達
成にどのように貢献するかが詳細に記され
ている。10 正式な組織の依存関係が形成さ
れていない場合には、都市はパートナー組
織と効果的にコラボレーションする必要
がある。IBMの調査の中で数多くの都市が、
まとまりのあるITSプランの確立とその後
の実施における行政の支援と財政援助の重
要性について言及している。

統合された交通イニシアティブの必要性と
長期的プランニングに伴う不確実性に対応
するために、国内および国際的な交通管理
機関は、都市の交通戦略の形成と技術標準
の促進においてますます大きな役割を果た
すようになってきている。

「エジプトでは、国内の交通に関
する単一のビジョンおよびプラ
ンと、中央集権的なガバナンス
およびオーナーシップが必要と
されている。」

－エジプト運輸省副大臣、
Omar El Bakary氏

欧州連合（EU）は、共通の枠組みと標準
に基づいた欧州全域にわたるITSの導入を
促進するためのプランを進行させており、

「EUの加盟国が新しい専有の道路利用料金
制度を導入するのはもうこれ以上容認でき
ない。ドライバーのために、加盟国ごとに
異なったものではなく、欧州全域に適用さ
れるただ1つの制度を確立すべきである」
と述べている。11

ストックホルムではサービスが向上して
渋滞が軽減
スウェーデンのストックホルム市は、いく
つかの世界の主要な手法を導入している。
同市は世界で最もアクセスしやすい首都に
なることを目指しており、その交通システ
ムをそうした目標達成の重要な一部と考え
ている。ストックホルムは渋滞税でよく知
られており、それによって自動車の利用が
25 パーセント減少し、道路交通による排
気ガス量が 14 パーセント減少することと
なった。12 しかし、ストックホルムは総体
的な交通プランの一環としてこの税金を導
入しており、それによってバス・サービス
とパーク・アンド・ライド施設も増加した
ことに留意することが重要である。13 さら
に、ストックホルムは主要な交通モードと
連結している統合発券システムも導入して
いる。14

ITS 戦略は長期的で、
総合的な交通プランの
一環であるべきである。

必要もあるかもしれない。
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2. 利用者中心のアプローチの採用
交通サービスに対する利用者の期待は増大
しつつあり、交通管理機関はITSを利用し
て、新しいサービスの提供と既存サービス
の改善の双方を行うことができる。多くの
交通機関利用者は、代替交通モードの利便
性、信頼性、およびコストに対する認識に
基づいて行動パターンを確立している。交
通網を最適化してモードの移行を促進する
ためには、都市は交通システムのコスト、
価値、および利用に関する利用者の考え方
を変える必要がある。

「ロンドン市民は交通情報を探
し求める必要はないはずである。
そうした情報はどこにでもあり、
容易に利用できるようになって
いる。」

－ロンドン市長所轄の交通方針担当局長、
Kulver Ranger氏

多くの都市の場合、全体的な利用者満足度
の向上あるいは公共交通サービスの利用増
大の促進のいずれのアプローチを取るにせ
よ、利用者の交通体験を向上させることが
ITSプロジェクトの最大の目標である。ミ
ラノの交通管理機関CEOのElio Catania氏
によれば、「重要な問題は、公共交通を大
幅に改善して（効率性、コスト、時間の正
確さ、質の高いインフラ/車両、個人の安
全性、利用しやすさなど）、それが確実に
自動車よりも優れた交通手段になるように
することである。」

交通体験を向上させるための1つの方法は、
Webベースの旅行計画サービスを利用する
ことである。これは、利用者がすべてのモー
ド全体にわたって旅行を最適化し、効率性
を向上させるのに役立ち得る。こうした
サービスは、携帯電話や、PDAのようなそ
の他の携帯デバイスを通じて提供すること
ができる。また観光案内といった場所ベー
スのサービスを追加することもできる。一
部の都市では、統合型の公共交通スマート・

カードを通じて、利用者にとってより高い
利便性を提供している。このスマート・カー
ドは、交通関連のサービス用としてだけで
なく、少額の買い物用の電子マネーとして
も利用できる。

利用者の需要および利用のパターンを理解
することは、利用者中心の交通戦略を策定
するのに非常に役に立つ。先導的都市は、
特定のグループに最適化されたスケジュー
リング・サービスはもとより分かりやすく
て的確なコミュニケーションも提供できる
ように（例：交通上の問題に関する文字警
報や代替ルートに関する通勤者へのアドバ
イス）、需要および利用データを活用して
利用者グループを区分している。シドニー
の道路・交通局の料金徴収担当ゼネラル・
マネージャーのPeter Martin氏が述べて
いるように、「2020年の旅行者は、数多
くの市場セグメントとして定義されること
になる。旅行者により優れた価値提案を提
供するだけでなく都市にもより優れた提案
を提供する、旅行者向けのオファリングが
登場することになるであろう。」

そうした機能の幅を十分に利用するために
は、交通当局者は利用者にもっと大いに接
近する必要がある。交通の分野において
も、カスタマー・リレーションシップのサ
ポートと強化、ならびに利用者データの分
析を行うために、カスタマー・リレーショ
ンシップ・マネージメント（CRM）シス
テムといった、小売分野で利用されている
手法を採用するようになるであろう。現在
小売分野が行っているように、利用者の旅
行、嗜好、および購買パターンに関するデー
タが収集されるようになる。Queensland 
MotorwaysのCEOのPhil Mumford氏 に
よれば、「スーパーマーケットは、私がいつ、
どこで、何を、どのような理由で購入する
のかを正確に把握している。私たちも、旅
行のあらゆる側面に関してそれらと同じよ
うになるであろう。」

利用者の旅行パターンをより的確に理解し
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ITS ソリューションを
利用して、利用者の交
通体験を向上させる
とともに、各種の交通
モードを統合すること
ができる。

てしまえば、市の当局者はインセンティブ
（優先される交通モードの質や信頼性を向
上させるなど）と料金設定の仕組み（切符
の料金設定、市の中心部の駐車料金を高く
する、排気ガス・ベースの課金制度、道路
利用者課金制度など）を通じて、行動パター
ンにより効果的に影響を及ぼすことができ
る。ほとんどの場合、利用者の行動パター
ンを変えるには、サービスの改善と料金イ
ンセンティブを組み合わせて行うことが必
要となる。

「重要な優先事項は、行動を変え
ることである。通勤者の考え方
を調整することで、公共交通機
関の利用への切り替えを促すの
である。」

－Singapore LTAの政策・プランニング
部門グループ・ディレクター、
Lew Yii Der氏

ロンドンではバスの利用者が40パー
セント増大
ロンドンは、利用者の性向を変えてバスの
利用を増やすことにおいて大きな成功を収
めており、1999 年以降常連客が 40 パー
セント増えていて、4 パーセントがマイ
カーからモード変更している。これは、サー
ビスの拡大、スケジューリングと接続性の
改善、新型バスへの投資、料金体系と決済
方法の簡素化ソリューション、定期的な運
行内容の更新やマーケティング・キャン
ペーンなどといった、対象を絞ったイニシ
アティブを通じて成し遂げられた。渋滞課
金制度やバス優先対策に後押しされて、こ
うした移行はロンドン中心部が最大となっ
ている。15

3. サービス提供の統合
ほとんどすべての都市が、各種のモード
全体にわたる交通サービスの統合が不可
欠であると報告している。バンガロール
のIndian Institute of Managementの
Ashwin Mahesh博士によれば、「各種モー

ドの統合が、渋滞とモビリティの向上に取
り組むための唯一の方法である。」

その目的は、消費者が交通モードにかかわ
らず最適な旅程を立てて、それを効果的に
実行できるようにすることである（例：各
種のモードを連結させて、別々に切符を買
わなくても済むようにする）。またサービ
スの統合は、交通管理機関がより効率的な
サービスを提供するのにも役立つ。複数の
異なるソースからの情報を共有することに
より、交通の需要と供給に対する総体的な
見方を構築して、交通網を最適化する決定
を下すことができるのである。しかし現実
には、ほとんどの都市の交通サービスが、
依然として個々のモードごとに提供されて
いる。

「市内では、自転車も含めたす
べてのモードの統合が重要であ
る。」

－アムステルダム市のインフラ・交通・輸
送部門担当バイス・ディレクター、Rene 
Meijer氏

サービスの統合は難しく、IBMが調査を実
施した都市の中でも多くが進歩は見せてい
るものの、満足のいくレベルまで実現して
いる都市はごくわずかしかない。一般に交
通サービスというのは、さまざまに異なる
システム上で違った形態で運営している多
数の異なる組織によって提供されているた
め、数々の異なるレベルでの統合が必要と
される。それらすべてを結びつけて、消費
者に統合されたサービスを提供し、また交
通管理機関と消費者に統合された情報を提
供することは、厄介な政治的、組織的、手
続き的、および技術的課題である。

組織的観点から見ると、好ましいアプロー
チは統合された交通管理機関の設置である。
数多くの都市がそうした機関を設置してお
り、その他の都市もそうしたいと考えてい
る。組織構造にかかわらず、都市の交通サー
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ビスのプランニングおよび提供に向けて取
り組むすべての人々が、効果的な行政支援
と財政援助を受けて、協力的に取り組むこ
とができるということが重要である。政策
レベルでは、これには市、地域、および国
の交通管理当局や該当機関、さらに都市計
画立案者や交通サービス・プロバイダーと
いったその他の関係者/関係組織間での調
整が伴う。これらのさまざまな事業体や組
織間のコラボレーションは、まとまりのあ
る戦略、首尾一貫した政策、および技術標
準を確立する（IBMの第1の提言の下に記
述されているとおり）ためはもとより、プ
ランが調整された形で実施されるのを確実
にするためにも不可欠である。

業務運営レベルでは、プロセス、政策、お
よび手順を統合するために多くの作業が必
要とされる。利用者に統合されたサービス
を提供するために、異なる組織の職員同士
が協力する必要がある。交通サービス・プ
ロバイダー全体にわたってスケジューリン
グ、発券、および料金設定を調整しなけれ
ばならず、そしてこれが、共通の公共交通
機関利用者アカウントやクリアリングハウ
ス機能の必要性など、バックオフィス機能
の統合にさらなる影響を及ぼす。

また統合の課題は、非互換の標準を用いて
情報を統合したり、複数のシステムを接続
したりする際に、技術レベルでも発生する。
この課題は、関与する情報フローの複雑さ
と量によって形成される。都市はこの分野
においてさらなる進歩を遂げる必要があり、
交通システムの相互運用性に対する需要が
生じたときに、効果的なシステム統合の必
要性が高まる可能性がある。

長期的回答には、ITSアプリケーションに
広く使用されている共通またはオープン・
スタンダードを採用するための、オープン
な情報技術アーキテクチャーの導入と標準
設定団体との協力が伴う。たとえば、サ
ンティアゴの交通管理機関は、すべての
ITSプロジェクトにオープン・アーキテク

チャーを使用する決定を下して、国家的
アーキテクチャーの開発を促進するととも
に、システム統合を促進するためにサービ
ス指向アーキテクチャー（SOA）とオープ
ン・スタンダードを使用することを推奨し
ている。16

「我々の最大の技術的課題には、
他の地域とのシステムの統合と、
標準に従ったレガシー・システ
ムの変更が伴う。」

－ソウルのCity Transportation 
Headquarters、Soojin Lee氏

シンガポールでは、ITS によってモビ
リティとショッピングを実現
統 合 型 の サ ー ビ ス 提 供 の 好 例 は、

「Symphony for e-Payment」と呼ばれる
シンガポールの次世代型マルチモード電子
決済システムである。17 オープンな全国交
通パスカード規格の「非接触型電子財布ア
プリケーション規格（CEPAS）」に基づく
このシステムにより、多目的ストアード・
バリュー（MPSV）カードを交通機関の利
用料金（バス、鉄道、自動車渋滞課金など）
のみならず、小売購入に対する少額決済と
いった交通以外の目的にも利用することが
できる。さらに、このシステムは複数の

（CEPAS 対応）カード発行会社に対応し
ていることから、一般通勤者の選択の幅が
拡大するとともに利便性が向上している。18

4. 財源の確保と新しいビジネス・モデルの
適用
何人もの市の当局者が、財源確保の問題を、
交通のビジョンの実現に対する重大な障害
であると評している。それらの当局者は財
源をめぐり、異なる交通モードにおいて同
等の立場にある人々と、より従来的なイン
フラ・プロジェクトの双方と競い合ってい
る。さらなる課題は、とりわけ料金の引き
上げを通じて市民にコストへの貢献が求め
られる場合に、ITSプロジェクトに対する
公共の支持を得ることである。
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理想を言えば、都市に
は、新たな収益機会を
利用すると同時に、交
通サービスに料金を課
して自らの交通面の目
標達成をサポートして
くれるビジネス・モデ
ルが必要である。

「新たなインフラ・プロジェクト
は、公共プランニングにおいて
あまりに大きな注目を集めすぎ
る。我々には、スマートなソリュー
ションに焦点を当てるための新
たな優先事項が必要である。」

－ストックホルムの王立工科大学、
Jonas Eliasson教授

ITSの提案は、説得力のあるビジネス・ケー
スによって仕上げられ、メリットがもたら
されているという証拠によって裏付けされ
る必要がある。中国のある大都市の上級交
通当局者によれば、「資金調達は導入にお
ける最大の課題ではあるが、評価を受け
てITSプロジェクトの価値が立証されれば、
資金は後からついてくることになる。」

評価では、金銭的見返りの枠を超えた幅広
いメリットが測定されるべきである。たと
えば、事故（および交通関連の死亡）件数
の改善、排気ガスの減少、交通網の強化に
よってもたらされる利用者へのメリットな
どである。

渋滞の軽減と排気ガスの減少によって一般
市民が恩恵を享受することから、ほとんど
の都市は、交通サービスへの投資資金は主
に一般課税を通じて調達されることを期待
している。一部の国（米国、英国、シンガポー
ルなど）の公共交通機関は、国家基金を設
立してITSの導入を促進し、地域や地方の
革新的な交通イニシアティブを支援しよう
と努めている。19 また一部の国では、民間
部門にも資金提供を求めている。米国、英
国、オーストラリア、韓国をはじめとする
数多くの国々では、とりわけインフラ・プ
ロジェクトに対して、ここしばらくは官民
両部門のパートナーシップが用いられてい
る。20

ITS自体は、たとえば車両のタイプ、走行
距離、あるいは走行時間帯によって異な
る使用量/使用法ベースの課金体系などの、
新しい資金調達方法をもたらすことができ
る。さらに、ITSを通じて収集した交通情
報を、最新交通情報という形で販売したり、
あるいは車両管理用として民間企業に販売
したりすることもできる。

貴重な収益の増大に加えて、交通サービス
に対する料金設定も利用者の行動パターン
に影響を及ぼし得る。都市は、料金の上昇
や新たな課金は一般市民の反対にはつなが
らないことに留意すべきである。特筆すべ
きは、ロンドンとストックホルムのいずれ
とも、渋滞の軽減と排気ガスの減少という
メリットを述べるだけでなく、料金収益は
交通網に再投資されることになるというこ
とも強調して、各自の道路利用者課金プラ
ンを促進したということである。21理想を
言えば、都市には、新たな収益機会を利用
すると同時に、市の交通面の目標達成をサ
ポートする形で交通サービスに料金を課す、
効果的な総体的ビジネス・モデルが必要で
ある。

オレゴン州では、ガソリンではなく走行
距離に課税
米国のオレゴン州では、州のガソリン税に
代わるものとして、車両の走行距離に基づ
くマイレージ税を試験運用している。自動
車の燃費効率の向上によるガソリン税収益
の減少を受けて、同州はこれを、道路改修
工事の資金を調達するためのより公平な方
法と考えている。22
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5. 実施の効果的な管理
ほぼすべての都市が、ITSの利用を交通の
ビジョンの実現に向けた中核要素と考えて
いるが、多くはそれを実施する自らの能力
について懸念を表明している。大規模で複
雑な高度道路交通プロジェクトの実施には
困難が伴うことに加えて、もし失敗すると
それが一般大衆に筒抜けになってしまうと
いう本質的な懸念もある。

ITSプロジェクトの中には、実施範囲が異
なる交通モードにまで及ぶものもある。そ
うしたモードは別の組織の管理下に置かれ
ている場合が多く、そのために複雑さが増
大することになる。このような場合には、
効果的なガバナンス構造と財源を確立する
ことが重要となる。

実施に対するその他の懸念として、効果的
な変更管理の必要性や、スタッフや消費者
の抵抗の可能性の予測などがある。たと
えば、IBMが調査を実施した都市の一部は、
車両ナンバープレート認識といった、プラ
イバシーを脅かすテクノロジーへの消費者
の抵抗に対処する必要性を強調している。

輸送業界であろうとその他の業界であろう
と、複雑な情報システムの導入に成功して
いる組織から多くを学ぶことができる。い
くつもの都市が、技術的スキルとプロジェ
クト管理スキルのバランスの取れた、効果
的なプロジェクト・チームの重要性を強調
している。たとえば、東京の東日本旅客鉄
道 IT・Suica事業本部副本部長の椎橋章夫
氏は、統合型のSuica鉄道スマート・カー
ド・プロジェクトについて、「なすべきこ
とはまだ残されているが，Suicaの導入と
PASMOへの拡大は関係者の熱意とITのパ
ワーで達成された大きなブレークスルーで
ある」と述べている。

ヘルスケア、金融サービス、小売といった
その他の業界では、一部で個人のプライバ
シーを脅かすと考えられていたテクノロ
ジーの導入に対する利用者の抵抗を克服す
るために、利用者に対するインセンティブ
の提供やプライバシー強化テクノロジー

（PET）の配備などの革新的なアプローチ
を展開している。23 また試験導入も、実施
責任者の自信を築くとともに利用者の受け
入れを試すのに役立つ。

実施の管理の一部には、都市が明確に規定
された測定基準を用いて、自らの交通戦略
に照らして効果的に進捗状況を評価するこ
とが伴う。より交通と関連の深い情報を分
かりやすい形で共有し、交通イニシアティ
ブの目標と進捗状況を伝達することも、一
般市民の支持を構築する上で効果的となり
得る。都市は次第に、Webサイトやその
他のチャネルを利用して、その進捗状況を
一般市民にも伝えるようになってきている。
またパフォーマンス指標も同様に変わりつ
つある。各モードの利用比率や移動時間な
どという従来の交通状況測定基準に加えて、
現在では多くの都市が、利用者中心の対策、
中でも特に利用者満足度を評価している。

「我々の交通指標はすべての一般
市民である。人々は公式Webサ
イト上で情報を入手することが
できる。」

－台北運輸局のプランニング部門チーフ、
Jeffrey Liu氏
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市の当局者は、統合さ
れた ITSソリューション
を導入する際に、グロー
バルな先導的実施手法
と、そして IBMの 5つ
の提言を指針として活
用することができる。

まとめ

世界各地の都市は、渋滞の増大、安全性に
対する懸念、インフラの老朽化から、資金
不足や環境への影響の増大に至るまで、交
通に関する共通の課題に直面している。市
当局や政府機関の同僚と同様に、交通当局
者は、こうした課題に取り組んで市内のモ
ビリティの向上、市民へのサービスの改善、
およびより費用対効果の高い交通網を実現
するために、「スマートなソリューション」
を導入し始めている。

高度道路交通というのは、別個のテクノロ
ジーを導入することだけにとどまるもので
はない。先導的都市ではこうしたテクノロ
ジーを利用して、市内の交通システムを個
別モードから統合モードへと発展させ、交
通サービスを改善し、そして利用者により
優れた価値提案を提供している。市の交通
当局者は、統合されたITS戦略を実施する
際に、世界の主要な手法と、そしてIBMの
5つの提言を指針として活用することがで
きる。

IBMの調査では、革新的な市当局者は、以
下のような一連の共通する特性を示してい
ることが示唆されている。

モードを超えたコラボレーションを通じ
て、各種交通モードのネットワークを変
革する際にリーダーシップとビジョンを
提供する。遠い将来にまで目を向けて幅
広い戦略を策定し、その上にリーダー
シップも発揮して、短期および中期プラ
ンが確実に遂行されるようにサポートす
る。

•

交通サービスを統合サービスとして扱っ
て、単なるインフラの管理から統合サー
ビスの提供へと移行し、その管理スタイ
ルを、利用者、サプライヤー、およびあ
らゆるレベルの政府機関の間のコラボ
レーションを伴う団体活動に仕立て上げ
る。

交通戦略とその実施に対して利用者中心
のアプローチを採用する。消費者の認識
と行動パターンを理解してそれに影響を
及ぼし、分かりやすい形で情報を共有し、
またより高い利用者満足度を成し遂げる
ことにコミットしている。

都市がより緊密に統合されたシステムへと
移行して、その利用者やステークホルダー
とより多くの情報を共有するようになるに
つれて、消費者はより迅速かつ優れたサー
ビス、よりきれいな空気、交通サービスの
ステークホルダー間のより緊密な提携やコ
ラボレーションを享受し、自分たちの都市
が以前よりも経済的に競争力のある街にな
りつつあるという誇りを持つことになる。

•

•
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